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連結子会社における会社分割によるクレジット事業部門の譲渡に関するお知らせ 

 

 当社連結子会社の楽天 KC 株式会社（以下 楽天 KC）が、本日開催の同社臨時取締役会に

おいて、下記のとおり同社の個品斡旋（以下 クレジット）事業部門を会社分割により、株

式会社オリエントコーポレーション（以下 オリエントコーポレーション）へ譲渡する旨の

基本合意書を締結することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 なお、楽天 KC は、本基本合意書の定めに従い、事業譲渡に関する具体的な内容および条

件を定める分割契約書等の締結に向けてオリエントコーポレーションと協議を進めてまい

ります。内容が確定次第、適時開示してまいります。 

 

記 

 

１．楽天 KC の事業譲渡（会社分割）の目的 

 楽天グループは総合インターネットサービス企業グループとして、EC 事業、クレジット・

ペイメント事業、ポータル・メディア事業、トラベル事業、証券事業およびプロスポーツ

事業を展開しております。 

 

楽天 KC は、平成 17 年 6 月の当社グループ入り以来、楽天グループのクレジット・ペイ

メント事業の中核を担う企業として、EC 事業やトラベル事業などから派生する決済サービ

スの充実ならびにグループ各社との連携によるクレジットカード会員の拡大など、楽天グ

ループ内のシナジー創出に貢献しております。 

 

 クレジット事業の譲渡によって、楽天 KC は、インターネットとの親和性の高いカード事

業ならびにファイナンス事業に経営資源を集中することにより、当社グループ事業とのシ

ナジーの極大化を追求し、ROA（総資産利益率）の向上を図ってまいります。 

 

オートローン事業を主力とする楽天 KC のクレジット事業部門は、強固な加盟店ネットワ

ークを有しております。今回の事業譲渡によって、オートローン事業最大手のオリエント

コーポレーションは、事業規模の拡大とネットワークの強化によって業界トップの事業基

盤をより揺るぎないものとすることが期待されます。 

 



２．楽天 KC の事業譲渡スキームの概要 

 楽天 KC からオリエントコーポレーションへの事業譲渡にあたっては、吸収分割の方式に

より、楽天 KC のクレジット事業に属する資産、負債、権利義務を分割し、オリエントコー

ポレーションが承継いたします。分割の対象となる資産の額は、平成 18 年 3 月時点で約

3,500 億円、承継される債権残高は約 5,000 億円となっております。 

 

３．楽天 KC の会社分割の要旨 

（１） 分割の日程（予定） 

平成 18 年 8 月 31 日 分割契約書承認取締役会 

平成 18 年 9 月中旬～下旬 分割契約書承認株主総会 

平成 18 年 11 月 1 日 分割期日・登記 

 

（２） 分割方式 

楽天 KC 株式会社を分割会社とし、株式会社オリエントコーポレーションを承継会

社とする吸収分割です。 

包括的な権利義務の承継を行うことにより機動的な事業再編が行えるため、吸収

分割を行うことにいたしました。 

 

４．楽天 KC の概要（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

（１）商 号 ：楽天KC株式会社 

（２）主な事業内容 ：クレジットカード事業、カードローン事業、オートローン事業

ショッピングクレジット事業、メンバーズクレジット事業、 

ビジネスクレジット事業、提携保証クレジット事業、 

リース事業 

（３）本 店 所 在 地 ：福岡県福岡市博多区博多駅前3丁目4番2号 

（４）代 表 者 ：関 榮一 

（５）資 本 金  ：3,055百万円 

（６）総 資 産 ：608,519 百万円 

 

５．オリエントコーポレーションの概要（平成 18 年 6 月 30 日現在） 

（１）商 号 ：株式会社オリエントコーポレーション 

（２）主な事業内容 ：総合あっせん部門、個品あっせん部門、 

信用保証部門、融資部門 

（３）本 店 所 在 地 ：東京都千代田区麹町5丁目2番地1 

（４）代 表 者 ：上西 郁夫 

（５）資 本 金  ：220,202百万円 

（６）総 資 産 ：4,365,907 百万円 

 

６．会社分割の対象となる事業の内容 

オートローン事業、ショッピングクレジット事業、メンバーズクレジット事業、ビジネ

スクレジット事業、提携保証クレジット事業、リース事業 

 

７．今後の業績に与える影響 

今回の会社分割に伴う業績に与える影響は確定次第報告いたします。 

以  上 


